
令和4年3⽉吉⽇ 

埼⽟県教育委員会 御中 

⼀般社団法⼈ ⽇本若者協議会 教育政策委員会 

 

「部活動強制加⼊」撤廃や部活の在り⽅に関する要望書 

 

⽇本若者協議会は、「若者の声を政策に反映させる」ために超党派で政策提⾔・協議を⾏っ

ているアドボカシー団体です。 

学習指導要領によれば部活動は「⽣徒の⾃主的、⾃発的な参加により⾏われる」とされてお

り、制度上「参加は任意である」とされています。しかし、実態として少なくない公⽴中学

校・⾼等学校で部活動が強制されていることが平成29年度のスポーツ庁の調査により明らかに

なっています（それぞれ約30％、15％）。 

平成30年3⽉にスポーツ庁、12⽉に⽂化庁がそれぞれ運動部・⽂化部の「活動の在り⽅に関

する総合的なガイドライン」を策定し、部活動への参加を強制しないよう、留意しなければな

らないことが明記されました。それにも関わらず、現在も少なくない学校で部活動への加⼊・

参加が強制され、⽣徒の⾃由を不当に侵害している現状があります。例えば岩⼿県では2020年

度150校の中学校のうち部活動が任意加⼊である学校は60校のみであるという実態が報道され

ており、このような⾃治体は岩⼿県のみに限らないと考えられます。また、⽂部科学省の平成2

9年度調査によると、埼⽟県と群⾺県は、⾼校⼊試において調査書（内申書）に記載のある部活

動の実績を特に加点しており、それが部活動の実質的強制加⼊、加熱化を促す要因の⼀つにな

っていると思われます。 



以上を踏まえ、⽇本若者協議会では「部活動強制加⼊」および「部活動の在り⽅」に関して、

以下の内容を提⾔します。 

  

記 

1. 部活動の現状の再調査と任意加⼊の徹底 

クラブ活動が必修でなくなってから約20年、前述のガイドラインの発出から3年が経過している

にも関わらず、なおも「⾃主的、⾃発的な参加」という⽂⾔を蔑ろにし、部活動への参加を希

望しない多くの⽣徒の権利を侵害している現状は早急かつ完全に解消されなければならない。

従って、まず部活動強制加⼊の実態を、学校⻑や教員への聞き取りのみではなく、⼀部のコー

スのみ強制されているケースや⼊部が「暗黙のルール」とされているケースを踏まえ、⽣徒や

卒業⽣の聞き取りも含めて改めて⾏って実態を調査した上で、部活動を強制していることが明

らかになった場合には然るべき措置を⾏い、⽣徒の⾃由を妥当に認める教育環境を速やかに構

築すべきである。 

  

2. 教育課程における部活動の位置づけの周知徹底 

部活動が教育課程外であると正しく認識できている現役教員は56%程度しかいないという調査

結果（内⽥良『部活動の社会学』岩波書店、2021）もあることから、改めて部活動が教育課程

外であり強制してはならないことを市町村教育委員会や学校に通知するとともに、⼦どもの権

利ならびに⼦どもが主体的に判断し⾏動できる教育環境の重要性について教職員間で共有すべ

きである。また「OBOGや保護者からの圧⼒で部活動を縮⼩できない」とする意⾒もあることか

ら、部活動が「⽣徒の⾃主的、⾃発的な参加により⾏われる」活動であることを改めて社会に

広く周知すべきである。 

 



3. ⾼校⼊試における調査書の部活動欄の撤廃と過度な加点の撤廃 

平成29年度の⽂部科学省調査によると、埼⽟県と群⾺県は、⾼校⼊試において調査書（内申書）

に記載のある部活動の実績を特に加点している。当事者の学⽣からも、内申書を気にして、部

活動をやめられなかったという声が上がっている。⾼校⼊試と部活動が強く関連づいているこ

とが、部活動の実質的強制加⼊、加熱化を促す要因の⼀つになっていると思われる。こうした

現状を改善するため、 調査書の部活動欄の撤廃、部活動の加点は他の学校外活動と同様の扱い

にすべきである（同様に「退部」も減点対象にしないようにすべき）。また部活動に所属して

いないことが受験において不利にならないことを⽣徒ならびに保護者に周知することで、部活

動に加⼊しないという選択肢を安⼼して取ることができる環境を構築すべきである。 

 

4. 部活動の縮⼩による真に主体的な学びの時間としての教科外活動の拡充 

「学校で放課後や休⽇に⽣徒が1年中活動する」現⾏の部活動は国際的にも異質な存在である。

かつては⽇本企業も従順さや協調性を求め、部活動に熱⼼な学⽣が求められる傾向があったが、

現代ではトップ企業を中⼼に変わっている。例えばGoogleやAmazonが、厳しい部活で培った

従順さを評価するとはとても思えない。このような、社会のニーズともマッチしなくなってい

る部活動は縮⼩し、より社会のニーズにマッチした我が国の未来を担う⼈材育成に向けて教員

だけでなく、⽣徒も真に主体的な学びの時間としての教科外活動に、時間と労⼒を割ける教育

環境を構築できるように働きかけていくべきである。 

 

以上 


